
工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

6
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

駿府匠宿と駿府楽市を活
用した地場産業の振興

・企画展等の実施と販路拡大：駿府匠宿の有
料施設のリニューアル、地場産品販路拡大基
礎調査、駅楽市への誘導対策などの情報発信
対策を市と連携して実施し、販路拡大を行う
ことで、地場産業の振興につなげていきま
す。

○

△

駿府匠宿、楽市来場
者数
（H25　272,560
人＋411,230人＝
683,790人）

　駿府匠宿の来場者数については、平成24年
度の30万人をピークに減少を続け、26年度に
は24万6千人まで減少しました。これは、匠宿
における工芸館の魅力不足によるものです。こ
のため、27年度には魅力ある企画展の開催な
ど工芸品に対する情報発信力を強化するととも
に、工芸館の入場料を無料化したところ、25
万2千人まで回復しましたが目標に届きません
でした。
　静岡駅内駿府楽市来場者数については、展示
コーナーの充実、商品のブラッシュアップなど
魅力度向上に努め、42万500人と25年度比で
2.2％上昇しました。

削減額

◎ 売上げ
1.5％ｱｯﾌﾟ
(H25比）

12.6%ｱｯﾌﾟ

投資的経費

690,628
(H25比1％

ｱｯﾌﾟ)

672,590
（252,040＋
420,550）

収入増額

【経済局】

第３次行財政改革前期実施計画（平成27年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

1

5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

ツインメッセ静岡の利用
促進

・中部横断自動車道開通に伴う山梨県内企業
との交流促進：静岡に販路拡大を目指す企
業・団体に向け、（公財）静岡産業振興協会
による「ツインメッセ静岡及び市内観光施設
の見学会」の開催やイベント・展示会等につ
いて積極的な情報交換の実施など交流活動を
強化します。
・利用促進策及びPR等の検討実施：（公財）
静岡観光コンベンション協会と連携し、催事
の誘致活動や利用者の満足度向上を図る新た
なサービス等を検討実施するとともに、併せ
てPR活動を推進します。

○ － －

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

NPO・地域・大学等との
協働事業の推進（農地保
全・農業用施設維持管理
における地域との共同）

・地元説明会の開催と新規協定の締結：多面
的機能支払の地元説明の開催等により周知徹
底し、新規組織との協定締結を図ります。
・取組面積の増加：現在取組中の組織につい
ては取組面積について見直しを行い、取組面
積の増加を図っていきます。

○

◎
新規組織認定数
（H30まで８地区）

2地区

削減人員（単位：人）No

・小展示場
   第3展示場
（36.0％）
　ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ
（39.9％）
　第1小展示場
（43.3％）
　第2小展示場
（24.7％）

施設の利用率向上
・大展示場
   北館（H25
48.6％）
　南館（H25
62.9％）

削減額

収入増額

投資的経費

－ －

－ －

　駿府匠宿については、平成27年度に実施し
た工芸館の企画展開催など、情報発信力の強化
に引き続き努めていきます。
　さらに、28年度は普通車駐車場料金を半額
するなど、来場しやすい環境づくりに努め、来
場者数の増を目指していきます。
　また、建物や中庭などのハード部分において
も築17年が経過し老朽化が目立つため、ア
セットマネジメントに基づき適切に施設管理を
行い、魅力的な施設の向上に努め、来場者の増
加を目指していきます。

－ －条例等の整備件数 2件 2件○7
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

オクシズ地域おこし条例
の施行

・条例等の施行：静岡市オクシズ地域おこし
条例を市民に周知し、Ｈ27年４月１日に施行
します。静岡市オクシズ地域おこし計画をＨ
27年度に策定します。

○

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡市勤労者福祉サービ
スセンター会員増加策の
支援

・会員増加の支援：当該センターの認知度向
上や、会員数増加のための支援策を調査・検
討した後、支援策を実施することで会員の増
加につなげます。（【目標会員数又は事業所
数】H35年度末：20,000人又は3,000社）

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間等と連携した市民
サービスの向上（こども
クリエイティブタウンに
おける企業との協働）

・企業との連携：土日、夏休み期間中等、実
際の企業に協力してもらいバザール等リアリ
ティのある魅力的な運営を展開します。さら
に地元の企業から講師を招き、しごとものづ
くり講座等を開催、こどもたちに地元企業の
仕事に興味を待ってもらう場を提供します。
・学校等との連携：課題となっている平日の
利用増加に向けては、小学校の社会教育に組
み込めないか検討を進め、未就学児の平日利
用推進についても幼稚園、保育園等への周知
強化を図ります。

○ － －○
企業に協力を得られ
た講座実施回数
（H26 261回）

200回以上 260回

－ －○ －

－ －

投資的経費

団体の収入に占める
補助金の割合

（H25　16.1％）
－ －

収入増額

削減額

７地区

保全農地増加面積
（H30まで
116ha）

26ha 107ha

－

－

◎

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

地域等と連携したまちづ
くりの推進（民間団体と
のまちづくり）

・市と個別の民間まちづくり団体との関わり
を増やし、連携を強化します。
・官民の連携強化により、民間活力の導入・
活用をし、地域の活性化や賑わいの創出を図
ります。

○

資料 ２

1
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達成
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達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）No

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 － －

投資的経費

収入増額

削減額 221 221

投資的経費

収入増額

削減額  

投資的経費

収入増額

削減額 4,503 4,503

投資的経費

収入増額

削減額 80 80

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○ ○

○

市民の要望に対応し
た駆除の実施率

上段：駆除数
下段：実施率

1,000件
100％

993件
100%

9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（ススメバ
チの巣の駆除業務の縮
小・廃止）

スズメバチの巣の駆除は、本来建物等の所有
者・管理者が駆除を行うべきであるため、
・市民が巣を早期発見し、速やかに駆除がで
きるようホームページや印刷物で一層の周知
を図り、今後は、所有者がはっきりしている
場合は、自己の責任で駆除を行うようにする
ため、現在、個人及び民間事業者を対象に市
が行っている委託業務については、廃止して
いきます。
・制度変更の緩和措置として、２年間は市で
駆除費用の一部を助成するとともに、所有者
が不明で、市民に対して危険性が高いものに
ついては、引き続き市が駆除を行うものとし
ます。

－

－

－

－

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（市場HPの
統合・甲府市地方卸売市
場交流事業の廃止）

・市場として市民へ提供したい情報の見直し
を行い市HPへ統合します。
・甲府市場との交流事業は、市場まつりに参
加するのみで事業が形骸化しているため廃止
します。

10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

事業統廃合数 2事業 2事業○

8
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

工場立地法第４条の２第
２項の規定に基づく準則
を定める条例の施行

・確保すべき緑地等の面積率について、市独
自に、地域の実情に応じた基準を設定する条
例を制定し、市内の特定工場における敷地の
有効活用を促進します。
・「工場立地法第４条の２第２項の規定に基
づく準則を定める条例」の制定・施行・周
知・運用

－－

○ －

条例の整備件数 － － －○

－ －

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（温泉施設
の利用率向上・経営改
善）

オクシズ市営温泉等活性化サポート事業を実
施し、各施設の利用人数を毎年３％ずつ増加
させることにより、全ての温泉施設において
経営状態が改善されている状態を目指しま
す。
・各施設で新規顧客を獲得し続けるための専
門研修の実施、各施設のスタッフおもてなし
の心向上研修の実施
・各施設で新しいメニュー（食）を開発、オ
クシズ市営温泉全体及び各施設で広報戦略プ
ランを策定・実施

◎ －

　アクセス道路の工事に伴う交通規制及び源泉
揚湯管の改修による休業等で、営業日数が減少
したため、利用人数が計画値に達しませんでし
た。

　昨年度に引き続き、オクシズ温泉・美食スタ
ンプラリーを実施するなど、オクシズ市営温泉
周辺施設と連携した集客やポスター及びチラシ
による広報活動の強化を行い、利用者の増加を
図ります。

利用人数
（５施設合計）

○ ○

15
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

企業立地の推進

163,068 141,741△

・企業立地の推進・計画作成：「企業立地戦
略指針」及び「企業立地基本計画（計画期
間：H25年度～H29年度）」に基づき、企業
訪問等の誘致活動や立地費用に対する助成等
により、市内への企業立地を推進するととも
に、新たな「企業立地基本計画」を策定しま
す。

監視カメラのインターネット接続を取止め、
通信費の削減を図ります。

○

新規立地件数
（H25　17件）

  17件

14
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（自然災害
による農道被害の適正な
把握）

・台風や地震等の自然災害で農道への被害が
同時多発的に起こった場合を想定し、部農会
と共有図面を持つ事で、現状確認を迅速に効
率よく行います。ゼンリン地図に掲載されて
いない山間地に農道がある部農会に対してコ
ピーの手渡しを実施します。

△

13
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

◎12
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（日の出セ
ンターの利活用向上等）

・【本館】港湾関係利用者などの意見集約を
踏まえ、施設本来のあり方などを再検討し、
利活用の向上を図ります。また、次期指定管
理（H28.4月～）に向け、「利用料金制」の
研究・是非検討を進めます。
・【別館】共益費の適正化、普通財産化を図
るとともに、引き続き売却作業を進めます。
なお、共益費については関係者と協議を行
い、削減の見直しを行います。

利用者満足度 75% 90.3%

収入増額

削減額

投資的経費

事務事業の見直しによる
コスト削減等（由比地区
地すべり管理センター監
視カメラの見直し）

  17件

雇用創出人数
（H25　126人）

 139人 132人△

○

×

○ ○ － －

見直し業務数 1事業 0事業

廃止事業数 1事業 1事業

　企業立地件数については、例年計画の数値目
標を達成しています。
　雇用創出人数が若干下回った理由は、製造業
に比べ、大規模でありながら雇用誘発効果の低
い港湾・物流関連産業の立地や、都市型･コン
テンツ産業等の小規模事業所の立地件数が多
かったためです。

　企業立地件数については、目標達成に向け
て、引き続き、積極的な企業立地の推進に取組
んでいきます。
　雇用創出人数は、企業立地の波及効果であ
り、企業側の計画、業種、設備投資規模などに
よって変動するものであり、主体的に解決でき
るものではありませんが、立地企業に対して
は、なるべく多くの従業員を雇用していただく
よう働きかけていきます。

　平成27年度に全部農会数266件の図面を作
成しましたが、原図となる農道台帳路線網図を
コピーし切り貼りして１地区分の図面を作成す
る作業に想定以上に日数を要したため、配付が
遅れてしまい、年度内では要望会のあった１０
３件(38.7%)に図面を配付するにとどまりまし
た。

　平成28年度中に全部農会へ図面を配布しま
す。要望会のない地区に関しては、市側から直
接図面を届けに行き、年内で配付完了する予定
です。

○

2



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 720 740

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○
連携事業数
（H25：225事
業）

225事業
以上

347事業 収入増額

△
連携協定締結数
（H25：１団体）

２団体以上 １団体 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

No

第３次行財政改革前期実施計画（平成27年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

【観光交流文化局】

1

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

ボランティア事業等の推
進（登呂博物館ボラン
ティアの促進）

ボランティアの促進：市民ボランティアの人
数を増やし、より多くの来場者の受け入れを
実現します。

○ －

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

ボランティア事業等の推
進（賤機山古墳見学ガイ
ドボランティアの育成・
活用）

文化財サポーター制度の推進：文化財サポー
ター制度を利用しながら市民のガイドボラン
ティアを育成、配置し、市民参加による賤機
山古墳の顕彰を推進します。

○ ○
ボランティア登録
者数(累計）
（H26　０人）

２人 ２人

◎
ボランティア登録
者数（累計）
（H26　35人）

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間等と連携した市民
サービスの向上（動物園
のケータリングサービ
ス・キッチンカー導入）

ケータリングサービス・キッチンカーの継続
実施：
動物園にケータリングサービス・キッチン
カーを引き続き導入し、市民サービス向上と
収入確保を図ります。

○ ◎○
キッチンカー導入
件数

5件5件

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間・市民と連携したＭ
ＩＣＥの推進（徳川家康
公顕彰四百年記念事業を
契機とした事業の推進）

地域資源・歴史文化資源を活用した市所管事
業の具現化・拡充
・官民連携で家康公を活用したまちづくりを
推進し、各局等で所管する事業の具現化・拡
充を図ります。

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間・市民と連携したＭ
ＩＣＥの推進（「シズカ
ン」プロジェクト推進に
よる企業・団体・市民と
の連携）

「シズカン」プロジェクトにおける市民・民
間の連携企画の実施
・官民連携で「戦略的なＭＩＣＥの推進」、
「創造都市・静岡」を実現するため、市民・
民間等の連携企画を推進します。

削減人員（単位：人）

－ －

○ ー ー

－ －

－

○ － －

6
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

引き続き、連携協定締結に向け交渉をする予定
です。

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡市文化振興財団にお
ける連携事業の促進

財団の持つ専門性・地域性・総合性を活かし
て市民団体との連携事業の拡充や大学・企業
等との文化振興等に関する連携協定の締結数
を増やします。

△

連携協定を結ぶべく常葉大学、東海大学と接触
を行いましたが、大学側が文化振興財団との連
携協定の前に、まずは市との連携協定を進める
ということであったため締結に至りませんでし
た。

◎7
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

教室事業等の見直しによ
る新規スポーツ実施者の
増員

　スポーツ実施率の向上に寄与する事業の検
討：静岡市スポーツ推進計画に基づき、（公
財）静岡市体育協会では、スポーツをやって
いない人が参加しやすい魅力あるプログラム
を作成し、事業への新規参加者を増やすとと
もに、自主財源の増収を目指します。
・スポーツ実施率の低い働き盛りの世代や、
乳幼児とその母が参加しやすいプログラムの
作成
・比較的利用の少ない剣道場、柔道場、会議
室等の有効活用
・自主財源の増収

40人 41人

15事業 20事業

－

スポーツ教室
(自主事業分)
参加者数
（H25 2,838
人）

◎
具現化・拡充事業
数

3事業 12事業

◎
連携企画数
（H26　15事
業）

3



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額 4,072 4,072

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

15
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

登呂遺跡・登呂博物館事
業の有料化

参加体験型講座の有料化

多くの来場者が参加する火おこし体験などの
参加体験型の講座において、参加料徴収の仕
組みを構築・導入します。

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（清水みど
ころ観光バスの廃止）

平成26年度の4月～8月までの実績で1便平均
7人の目標を定め、利用促進策を実施しました
が、目標に達成しないため、清水みどころ観
光バスを廃止します。

３　開かれた
市政の推進

創造及び交流によりまち
の活力を生み出す文化の
振興に関する条例の施行

　創造及び交流によりまちの活力を生み出す
文化の振興に関する条例を市民に周知し、
H28年４月１日に施行します。
　また、静岡市文化振興計画をH28年度に策
定します。

8

－ －○

－ －

10
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

○ ○

－○

－

ー

　レストハウスは、（一財）静岡市動物園協会
が運営していることから、園との定例会におい
て、平成26年度に実施したアンケート調査の
結果から把握した改善が必要と思われる情報を
提供しました。このことを受け、（一財）静岡
市動物園協会では新メニューの開発等を進めて
いますが、抜本的な改善までは至っていない状
況です。
　また、平成27年度はアンケート調査を実施
していないため、より詳しいニーズを把握する
ことができませんでした。

　平成28年度に、園職員による来園者アン
ケート調査を実施し、より詳しいニーズの把握
に努め、レストハウスの運営だけでなく、民間
活用も踏まえ、レストハウスの今後の在り方を
検討していきます。

◎
レストハウスの利
用者割合

12.31%10.45%

－

○

３施設14
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

公共施設の民間開放

　H27年度に試行実施の可能性を検討した上
で、検討可能な施設はH28年度以降に試行実
施を行い、効果や課題を検証します。
　また、検討結果及び試行実施結果を踏まえ
て、最終的に局としての方針を決定し、開放
を開始（制度化）します。
〈検討施設〉
公の施設のうち、現在貸館（貸出）を目的と
していない局内の施設
〈利用形態〉
レセプション、結婚式、テレビ・映画撮影、
演奏会など

－

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

日本平動物園レストハウ
ス利用促進と利用者満足
度の向上

レストハウスの利用促進・満足度の向上：動
物園へのリピーターを確保するため、新たな
運営方針や戦略を構築し、利用者ニーズに合
わせた新メニューを開発するなど、レストハ
ウス等の利用促進と利用者満足度の向上を図
ります。

△

9
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡観光コンベンション
協会の業務改善

市と協会の役割分担の見直し：H25年度より
公益財団法人となった静岡観光コンベンショ
ン協会の自主性を高め、事業拡大を図るた
め、静岡市とコンベンション協会の役割分担
を見直します。

－

12
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（静岡音楽
館の指定管理料の検証・
集客率の向上・収入確
保）

　広報活動の強化、オルガン500円コンサー
トの実施、各種講演会を実施するほか、平成
27年度からはAOIオープンデイの開催を予定
しています。
　また、平成28年度からの指定管理更新（第
３期）にあわせ、自主事業のチケット収入見
直しなど、主に事業費における歳入・歳出を
中心に指定管理料を検証します。

○

13
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

◎ ◎ 実施施設数

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（スポーツ
施設の指定管理者制度の
見直し）

　現行の内容を検証した上で、次の指定管理
者更新（H28）時において、次の内容を検討
します。
・新規指定施設の選定
・現行指定施設グループ化の見直し
・インセンティブの付与を目的とした「利用
料金制」の導入検討

○ 16施設 16施設

－

－

－ 参加体験者数  

○ 路線の廃止 １路線 １路線

－ 条例の整備件数  

○ 施設利用率
79.88％

以上
86.8％

○
指定管理者の導入
施設数

4



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 実績報告 9,734

削減額 － －

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○

△5
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

外郭団体の経営計画の適
正な実施と評価

指針に基づく取組の実施：公益性の検証結果
等を踏まえ、Ｈ26年度に策定した指針に基づ
き、団体の財政基盤の強化等に取り組みま
す。指針では、外郭団体に対する人的、財政
的関与のあり方など、市と外郭団体との関わ
りや、外郭団体の位置付けを明確にし、ま
た、外郭団体自身が実施すべき取組を定め、
その指針に基づき、団体は経営計画を作成し
ます。
取組の評価：計画に基づく団体の取組につい
ては、毎年、点検、評価していきます。

利用料金制新規導
入施設数

○ 5施設 5施設

平成28年度中に外郭団体のあり方を示す指針
総論の案を策定し、庁内各局に示すとともに、
各外郭団体に応じた指針各論の策定作業を行う
予定です。

28.2％
(前年度比
6.2%ｱｯﾌﾟ)

No

【総務局】

○

○

1

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

指定管理者制度の導入の
推進

指定管理者制度の導入・検討：直営または民
間委託等で運営する施設について、指定管理
者制度導入の効果を調査・検討し、スポーツ
施設や文教施設など、市民サービスの向上や
コスト削減などの導入効果が見込まれる施設
は、積極的に導入を進めていきます。
・[駐輪場]：H27年度：清水駅東口駐輪場に
導入（清水駅東口駐車場(導入済)と一体的管
理）
・[公園]：坤櫓への導入検討（他の公園も検
討）
・[静岡市市民文化会館前駐車場]：文化会館
前駐車場への導入検討
・[蒲原体育館]：蒲原体育館への導入検討。
・[資源循環啓発施設（西ケ谷資源循環体験プ
ラザ）]：資源循環啓発施設への導入検討

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

ＰＰＰ・ＰＦＩ事業の導
入の推進

PPP・PFI導入の調査・検討：３次総、アセッ
トマネジメント基本方針を踏まえ、民間提案
については積極的に対応するとともに、施設
整備事業等におけるPFI導入可能性について検
討します。また、他都市におけるPFI導入事例
についても調査・検証を行います。

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

○
指定管理新規導入
施設数

1施設 1施設○

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

民間企業との交流研修の
推進

民間企業交流研修：H24年度から実施してい
る民間企業交流研修（※）を継続して実施し
ます。
（※市と民間企業との間で職員（社員）を派
遣し合い、相互に実施する実務研修）

○ 14人

民間企業交流研修
に参加した職員の
人数(H24からの
累計)(H26まで
11人)

14人

第３次行財政改革前期実施計画（平成27年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

指定管理施設における利
用料金制の導入の推進

利用料金制導入施設の検討・審議・導入：H
２６年度に策定した利用料金制導入の適否を
判断する基準に基づき、現在、利用料金制を
導入していない指定管理施設について検討を
行います。利用料金制導入による効果が見込
まれる施設については、指定管理者更新に合
わせ、利用料金制への移行を進め、更なる民
間活力の活用を推進します。

× 0団体11団体
経営計画の確実な
実施

　行財政改革推進審議会における公益性の検証
結果等を踏まえるとともに、各外郭団体の特性
の整理を行い、外郭団体に対する人的、財政的
関与のあり方等をまとめた指針（未確定）の案
を作成しましたが、指針の策定が調査・検討に
とどまったため、指針を前提とした計画の進捗
管理等ができませんでした。

6
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

まちづくり公社保有施設
の有効活用について

施設の有効活用：市のアセットマネジメント
基本方針を参考に、公社所有の施設につい
て、それぞれ利用率や維持管理費等を検証の
うえ、今後の施設のあり方を整理します。あ
わせて、コミュニティホール七間町の多目的
ホールの稼働率向上に向け、公社自らが稼働
率向上に向けた取組みを行うとともに、市が
実施するイベント等における多目的ホール等
の活用について、各局区に対して広報してい
きます。

○ ◎
多目的ホール等稼
働率
(H26　約22%)

24%
(前年度比
2.0%ｱｯﾌﾟ)

5



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

△
市政に関心がある
市民の割合
（H25　81.1％）

80％以上 77.9% 収入増額

△
市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの総ｱｸ
ｾｽ数
（H25 1,649万件）

1,665万件 1,632万件 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

◎
情報提供に切り替
えた情報
（H26　７種類）

1種類 13種類 収入増額

削減額

投資的経費

政策条例の整備支
援件数
（実績報告）

実績報告 1件 収入増額

△

条例ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実
施件数
・政策条例(対象
34件)

５件 ３件 削減額

△
・その他条例(対象
443件)
*H27.12時点

50件 22件 投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

切替えの結果減少
した公開請求件数
（H26　公開請求
件数2,645件）

30件 12件△

－

人材育成ビジョン
を理解し、それに
基づく行動ができ
る職員の割合
（H26
91.7％）

8
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

メディアミックス広報等
による情報発信

新たな広報媒体の活用：戦略広報プランの見
直しに基づき、近年普及しているスマート
フォン等に対応した伝達性、拡散性に優れた
SNSなどのICTや、ワイヤーサービスなど多
様な媒体を活用し、市民はもとより、市外に
向けたより広範囲で効果的な情報発信の手段
を検討、実施します。

◎

9

・平成28年度末までに各種広報研修（戦略広
報実務者研修、危機管理広報研修）を通じて積
極的な情報発信の啓発を行います。
・平成28年度に実施する上記研修について、
実施内容（講師、プログラム）の改良を行いま
す。

7
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

職員の広報マインドの向
上

研修の実施：市政情報を積極的に発信するた
め、職員の広報マインドの向上を図り、より
実践的で効果的な研修を開催します。
[内容]
・各課の事業に適した広報手法
・各課と広報課の広報実施における連携
・効果的な報道資料の書き方と提供時期　な
ど

○ △

職員の広報に対す
る重要度の意識率
（H26
85.3％）

85％以上

・情報発信方法（見せ方）に工夫が足りないこ
とが原因と考えられます。

・平成28年度からシティプロモーション係を
広報課内に設置したことから、対外的な情報発
信も実施し、市内外への一体的な広報を展開し
ます。
・紙媒体と動画のコラボレーションなど、各種
広報媒体を連動させ新たな「戦略広報」を実施
します。

情報公開・保有情報提供
の推進

職員研修の実施：職員研修や職員向けの庁内
報を活用し、情報公開制度に関する職員の理
解を深めます。
実態調査・啓発：毎年度情報提供に関する全
庁調査を行い、好事例を全課で共有すること
により各課における情報提供の推進を図ると
ともに、各課に情報提供の推進の働きかけ及
び支援を行います。

○

切替の結果減少した公開請求件数が計画値に達
しなかった理由は、情報提供に切り替えた情報
（13種類）を取得しようとする市民が、引き
続き公文書公開請求を選択したことが原因と考
えられます。

政策法務主任者研修等を活用して職員に対して
情報提供についての啓発を行うとともに、所管
課に対して、市民への情報提供の積極的な活用
等の情報提供に係る指導・助言を行っていきま
す。

新たな情報発信への取組
（首都圏でのシティプロ
モーションの推進）

静岡市のシティプロモーション強化のため、
シティプロモーション課と協力して首都圏に
おけるサポート協力者を組織し、情報発信を
行います。
※サポート協力者：静岡市を愛する首都圏関
係者
※サポート協力者の役割：本市シティプロ
モーションの裾野を広げる役割を担う者とし
て、自身の活動や会員同士の交流を通じて口
コミによる本市の情報発信を行います。

◎ ◎
サポート協力者数
（H26　0人）

20人 167人

80.2%

・全庁的に事業遂行と同時に広報（情報発信）
を実施する意識が浸透していないことが原因と
考えられます。
・「広報（情報発信）が重要である」との周
知・啓発がまだ足りないことが原因と考えられ
ます。

12
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

人材育成ビジョンの推進

「使命感と熱意を持ち、自ら考え行動できる
職員」を育成するため、Ｈ27年3月に改訂さ
れた「静岡市人材育成ビジョン」に基づき、
人材育成事業、人事評価制度、人事制度を効
果的に連動させて運用します。
・人材育成事業
　階層別・選択型等の集合研修、外部機関へ
の派遣研修、夜間講座等自己啓発の実施等
・人事評価制度
　制度の適正な運用、評価者・被評価者研
修、局内調整会議支援研修、システムの改修
等
・人事制度
　複線型人事制度、庁内公募制度、各種人事
制度に関する課題対応等

○

11
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

政策条例の整備と条例の
マネジメント

政策条例の整備支援：所管課が政策実現のた
めに行う自治立法の整備支援を行います。
条例マネジメントの実施：既存の条例につい
て、社会情勢に常に適合するためのマネジメ
ント（所管課が定期的に条例の効果、成果等
を評価し、必要に応じて見直しを行う。）を
行います。
職員研修の実施：職員の法務能力を向上させ
るための研修等を実施します。

○

当初計画時の見込みより、通常の条例改正の件
数が多く、その際に併せて条例の点検を実施し
たことから、条例マネジメントとしての点検の
件数が少なくなったためです。

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

各年均等に、制定又は改正から年数を経過した
条例の点検を行うよう調整しました。

10
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

6
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No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

－
既存附属機関等の
削減率（H26
116機関）

13
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

危機管理監督者の人材育
成

危機管理研修の実施：新たに課長補佐級や係
長級の監督職の職員を対象とした危機管理研
修（集合研修やｅ－ラーニング）を開催し、
更なる危機管理意識の向上を図ります。

○ △

研修前と比較して
危機管理意識が向
上した職員の割合
（H26
91.35％）

100%

複線型人事制度：採用２年目研修、主任主事
研修及び年次研修Ⅰでの周知を図り、対象職
員だけでなく35歳前の若手職員に対して自己
申告システムにおいて「職務深耕ステージ設
定分野等概要書」が閲覧できるように設定す
ることにより、自らのキャリアの方向性を選
択しやすくします。
キャリアデザイン研修の拡充：キャリアデザ
イン研修の拡充に係る調査・検討を行いま
す。

○ －
制度を理解し適切
にｽﾃｰｼﾞを選択し
た職員の割合

98.41%

研修会実施後のアンケートによると、研修内容
は理解できたという結果が出ていますが、意識
の向上項目には「変わらない」という回答が
あったためです。

研修内容の見直し・充実を図ります。

15
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

女性職員のキャリア形成
支援と積極的な登用

女性職員のキャリア形成支援：女性職員のた
めのキャリア形成に関する研修を充実させま
す。
女性の管理職員の登用：管理職員への女性登
用の目標値を設定し、性別にとらわれない管
理職員への登用を進めます。

○ －

管理職員における
女性職員の割合
（※１H26
8.5％）
（※2 H27
6.8％）

14
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

複線型人事制度の推進と
キャリア形成支援

16
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

人事評価制度の活用

事評価の拡充：人事評価制度の評価結果を一
般職員の勤勉手当へ活用、拡大します。
任用、給与、分限等への活用の検討：任用、
給与及び分限に係る活用の方向性を検討し、
検討結果を反映させます。

○ －
対象とする一般行
政職員の割合

17
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

組織機構の最適化

組織機構改正：第３次総合計画を推進するた
めの組織機構改正を実施します。
部制の見直し：従来の部制を見直し、現地・
現場の最前線である課長に一部の権限を移譲
するなど、さらなる意思決定の迅速化を図り
ます。
庁内連携の強化：庁内連携を推進するため、
局に局長の補佐及び局間連携の調整を担う局
次長を配置するとともに、庁内横断プロジェ
クトチーム等を活用します。

○

平成27年３月に実施した「附属機関等の設置
運用等の調査」の内容をとりまとめましたが、
最新の判例等を参考に、より詳細な検討を行う
ことに時間を要したため、附属機関等の見直し
の方針及び「静岡市における附属機関等の設置
及び運営に関する指針」の策定に至りませんで
した。

平成28年度中に附属機関等の見直しの方針及
び「静岡市における附属機関等の設置及び運営
に関する指針」を策定するとともに、庁内各局
に示した上で統廃合を行っていきます。

19
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

電話サービスのあり方の
検討

電話サービスの見直し：代表電話とコールセ
ンターの今後のあり方について、現状や今後
の利用見込み、費用対効果などを踏まえ、統
合を含めた調査・検討を行い、今後の方向性
を決定し、最適なサービスの提供を行ってい
きます。

◎

18
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

附属機関等の見直し

見直し方針の策定：全ての附属機関等をゼロ
ベースで見直すこととし、附属機関等の実態
を把握した上で、見直しの方針を策定しま
す。
附属機関等の統廃合：見直し方針に基づき、
附属機関の廃止・統合を図ります。

△

7



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額 ▲ 163,000 ▲ 172,000

投資的経費

○
人事委員会勧告に基
づく給与改定の実施
率

100% 100% 収入増額 － －

削減額 476,425 542,964

投資的経費 － －

収入増額

削減額

投資的経費

－
制度利用による添
付書類削減率

－ － 収入増額

－
独自利用した事業
数

－ － 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

△

時間外勤務時間数の
縮減率
（H25 577,207
ｈ）※　企業会計は
除く

565,663h
(H25比2％
減）

570,998h
(H25比1.1%

減）

△

計画に基づく職員
数
正　規
非常勤

13人
▲89人

21
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確

立

職員給与制度の継続的な
点検と改善

給与改定：職員給与は、引き続き適正な制
度・水準を確保するため、人事委員会勧告に
基づく給与改定など、必要な見直しを進める
とともに、労務職給与の見直しについて、継
続的に協議していきます。
特殊勤務手当の調査・検証：特殊勤務手当
は、対象業務の危険性・不快性その他の特殊
性等を改めて検証し、他都市の支給状況等も
勘案しつつ、必要に応じて見直しを行いま
す。
時間外勤務の縮減：時間外勤務の縮減は、実
績や実情を踏まえ、随時対策の見直しを行い
ながら、継続して取組んでいきます。

○

20
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

２　効率的な
組織体制の確
立

職員適正配置計画に基づ
く最適な職員配置

適正配置計画の実施：H26年度に策定した
「新たな職員適正配置計画（計画期間：H27
年度～H30年度）」に基づき、これまで以上
に増員すべきは増員し、減員すべきは減員す
るというシェイプアップの視点にたって最適
な職員配置に取組むとともに、進捗管理を行
います。
（新職員適正配置計画の４年間の効果額
250,000千円）
次期計画の策定：H31年度以降の適正配置計
画を策定します。

○
13人

▲92人
△ △

第２次職員定員管理計画に基づき職員の適正配
置に努めたが、新たな行政需要の対応などのた
め、目標を達成することができませんでした。

新たに策定した「静岡市職員適正配置計画」に
基づき、職員数のシェイプアップの観点から職
員の適正配置に引き続き取り組んでいきます。

◎

【時間外勤務時間数の縮減率】
　H25比２％減の目標に対し、1.1%減に留
まっています。昨年度の時間外勤務縮減対策で
は、①720時間超勤務者ゼロ②定時退庁日、
ワーク・ライフ・バランスデーの定時退庁の完
全実施等を掲げ、「時間外勤務をしないという
風土づくり」に努めましたが、マイナンバー制
度への対応、５年に１度の国勢調査、国際会
議・イベント等への対応により、目標を達成す
ることができませんでした。

※削減額には、H24年度に実施した退職手当
制度の改正（H27年度まで段階的に引下げ）
による効果額（計画）444,679千円・（実
績）525,889千円を含んでいます。

　職員の生活の充実や心身の健康、公務能率の
維持向上を図り、また、職員のワークライフバ
ランスを推進していくためにも、「各局長の育
ボス宣言」のもと、局ごとに、組織及び職員
個々の時間外勤務に対する意識改革、長時間勤
務を前提としない生産性を重視した仕事のやり
方、仕事の見直し等を行ってもらうよう周知徹
底を図ります。
　また、夜間に多いイベントや地元説明会等の
時間外勤務への対応として、多様な勤務形態を
検討することで、時間外勤務の縮減に努めてい
きたいと考えています。

正規　　13人
非常勤▲89人

正規　　13人
非常勤▲92人

22
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

新情報化推進計画の推進

新情報化推進計画に基づく事業の実施：オー
プンデータ等の新技術に対応する新しい情報
化推進計画に基づく事業（オープンデータの
推進、公衆無線LAN整備事業、情報システム
のクラウド化の検討、情報セキュリティの向
上等）を実施します。
実施計画の進捗管理：各施策が確実に実施で
きるよう、実施計画登載事業の進捗管理等を
行います。

23
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

マイナンバー制度の活用

マイナンバー制度の実施：H29年度にマイナ
ンバー制度が本格稼動し、国や他の地方公共
団体等、関係各機関との間で、電子データに
よる情報連携を行い、市民の負担軽減と事務
の効率化に取組みます。
市の独自利用の実施：個人番号やカードの市
の独自利用を検討し、さらなる利便性の向上
に努めます。

○

○ ○
実施計画登載事業
の進捗率（H26
100％）

100% 100%

24
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

オープンデータの推進

オープンデータの提供：庁内で保有するデー
タを精査し、随時オープンデータ化して積極
的に提供していきます。
オープンデータの活用：データを広く活用し
てもらうよう民間企業等と協力した取組みを
実施し、アプリケーションソフト等を市民に
広く活用してもらうよう周知します。また、
「しずおかオープンデータ推進協議会」と連
携して、事業全体の推進に取組みます。

○ ◎

オープンデータを
利用したアプリ等
活用件数（累計）
（H26 0件）

10件

25
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

統合型ＧＩＳの構築
GISシステムの統合：GISシステムを利用する
各所属と調整し、必要な範囲でシステムを統
合します。

○ － GISの利用所属数 －

76件

－

8
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達成
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達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費  

収入増額 664 613

削減額 74,467 74,467

投資的経費 5,432 5,432

収入増額

削減額  

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

26
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

公衆無線LAN事業の推進

公衆無線LANアクセスポイントの設置：公衆
無線LANアクセスポイント設置を官民連携
（協議会）で推進し、オープンデータ事業
（アプリ、観光サイト作成）等との連携を図
ります。

27
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

情報システムのクラウド
化の推進

システムの統合検討：システム統合を進める
中で、仮想化技術等の利用により、業務シス
テムのサーバー数を抑え、プライベート・ク
ラウドまたは、データセンター型クラウドに
統合・集約する手法を検討していきます。

○

○ ◎
アクセスポイント
累計設置数（H26
127箇所）

230箇所 330箇所

28
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

職員の情報セキュリティ
対策の維持・向上

セキュリティ監査・研修の実施：最新の知見
を取り入れた情報セキュリティ対策が構築、
運用等できるよう、情報システムやウェブサ
イトの脆弱性、ＩＴ資産管理台帳の整備等、
高い専門性が求められる分野に対する外部監
査を手厚くし、第三者（セキュリティ専門
家）の視点から改善指摘等を実施すること
で、セキュリティ対策の維持、向上に取組み
ます。

○ ○
外部監査で緊急度
中以上の改善提言
を受けた所属数

5所属以下

△

収入増額の取組が未達成となった原因として
は、
・学生寮使用料については、入寮生が途中で退
寮したこと、また、井川自主運行バス使用料に
ついては、大井川鉄道の井川線(接岨峡温泉駅
－井川駅間)の運休が長引いたこと（H26/9/2
～：大雨による通行止め4日間）、災害復旧工
事等によるバスルート迂回（H27.12.7～
H27.12.25）などの影響が考えられます。

※所管局は教育局・都市局

学生寮の使用料については、新たな入寮生の掘
り起こしを進めるほか、井川自主運行バスにつ
いては、他局と連携し、南アルプスの魅力を伝
えることで、バス利用者の増加に努めること
で、収入確保を図ります。

※所管局は教育局・都市局

29
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

３　ＩＣＴの
高度利用によ
る情報化の推
進

統合型内部情報システム
の構築

システムの統合検討：迅速性、確実性という
電子決裁効果も踏まえ、新たに庶務事務、旅
費事務等をシステムに加えることを検討しま
す。また仮想化技術等の活用により構成機器
及び管理業務の効率化を図ることとします。
電子決裁の全面導入検討：電子決裁を全面的
に導入し「レスペーパー」の取組みを進める
とともに、事務の効率化と意思決定の迅速化
を目指します。

○

4所属

－

－ －
廃止予定無線の現状確認にあたり、予想以上に
時間がかかりました。また、廃止にあたり、関
係する部局との調整に時間を要しました。

平成28年度に実施します。

30
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

静岡型行政評価制度の活
用

・政策・施策評価の実施：Ｈ26年度の試行を
踏まえ構築した、新たな行政評価制度によ
り、Ｈ27年度から政策・施策評価を実施しま
す。
・事務事業評価と予算への反映：事務事業評
価の結果を予算に反映させる仕組みづくりを
行うとともに、2次評価体制を充実させ、確実
に予算に反映させていきます。

31
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（防災行政
無線の整理・再整備）

①無線の再整備：通信設備のうち、防災行政
無線（移動系）は、アナログ波の低周波数帯
を使用しているため、長距離通信に優れる特
性と、回折性（電波が遮蔽物の陰に回り込
む）という特性を有しています。その特性を
活用し、山間地等のデジタル波の届きにくい
地域における通信設備の補完手段や、区本部
と被災現場との通信設備等として再配備し、
災害時の効果的な通信（連絡）体制の強化を
図ります。その際、配備が不要となる無線局
（無線機）を整理することにより、概ね４０
台程度の削減を図ります。

△ － 無線削減台数 －

○ ○
2次評価対象事業
の見直し率

100% 100%

32
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（待合室の
有効活用）

スペースの有効活用：姉妹都市等からの寄贈
品や所有している書や絵画などを整理すると
ともに、産業振興課とも連携し、展示物を定
期的に入れ替えたり、市の取組をPRするコー
ナーを設けるなど、スペースの有効利用を図
ります。

○ ○ 展示品入替回数 2回 2回  

9



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額 10,306 7,944

削減額 6,254 7,524

投資的経費

収入増額 15,428 15,428

削減額

投資的経費

収入増額 1,475 2,112

削減額

投資的経費

34
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

ネーミングライツの推進

日本平球技場ネーミングライツの継続：ネー
ミングライツ事業を継続し、財源確保、愛称
の定着、スタジアムを活用した社会貢献事業
を行います。
ネーミングライツの新規導入：動物園、ス
ポーツ施設、産業振興施設等について、調
査・検討を進め、積極的に導入するよう取組
みます。

○ ○
ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ導入数
（累計）

1施設 1施設 ○

33
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

印刷・広報物等への広告
事業の推進

カタログによる広告事業：広告事業として可
能性の高い媒体をカタログ化し、広告主へ周
知し、新たな広告掲載媒体を確保します。
バナー・パンフレット・封筒・雑誌カバー等
への広告掲載：現在実施する広告事業（20媒
体）を継続するとともに、新たに雑誌カバー
やパンフレットへ広告を掲載し、収入確保や
コスト削減に努めます。

35 公の施設使用料の見直し

使用料の見直し：施設使用料の定期的な見直
し・検証を進め、行政サービスに対する「公
平性・公正性」を確保します。
使用料の改定：H27予定施設「井川・和田島
自然の家、大平青少年の家、学生寮」
H28予定施設「スポーツ施設、キャンプ場、
登呂博物館、霊柩車、静岡音楽館ほか」
H29～「随時：見直しにより改定が必要な施
設」

○ ○
使用料改定新規施
設数

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

4施設 4施設 ◎

△ △

上段：新規広告導
入数
下段：広告掲載媒
体数(累計）
（H26　20媒
体）

5事業

25事業

３事業

23事業 △

既存の広告事業（20媒体）を継続し、7,944
千円の収入を得ましたが、広告主を確保できな
い媒体等があったため、計画額に達しませんで
した。
カタログについては、広告主の確保のため既存
の広告媒体のカタログを作成しましたが、新規
媒体の募集には至りませんでした。

更に積極的な広報を行うことにより、広告主の
確保に努めます。
また、H28年度は新たな広告掲載媒体も含め
たカタログを作成し、広告主の募集に繋げま
す。

10



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

○

実質公債費比率が国
協議の必要のない
16％未満を維持
（H25:10.3％）
（H26:9.3%）

16％未満
維持

8.5% 収入増額

○

臨時財政対策債を除
く市債残高（H26末
見込 2,843億円）
確定2,778億円

2,900億円
未満

2,713億円 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額  

削減額 1,057,892 1,057,892

投資的経費  

収入増額

削減額 200 0

投資的経費

No

【財政局】

3

4
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

財政の中期見通しの作成
と公表

財政の中期見通しの作成と公表：効果的な財
政運営を確保するため、第３次総合計画前期
実施計画及び第３次行革前期実施計画の期間
（４年間）と合わせた中期的な財政の収支見
通しを立て、公表します。

○

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

建設工事における総合評
価一般競争入札の拡充

総合評価一般競争入札において引き続き、簡
易型Ⅲ型を実施し、入札結果を検証して段階
的に件数の拡大に努めます。

○

１　健全な財
政運営の推進

普通建設事業における予
算執行の適正管理

・執行状況の把握：毎月の「公共事業執行状
況調査」により、各課の執行状況を把握し、
執行の遅れが生じている場合は、ヒアリング
を実施し、早期着手を促すとともに状況を分
析します。
・改善策の実施：執行状況の分析結果をもと
に、事業課での取組みや予算編成及び執行、
契約方法等を検討し、早期発注を図ります。

第３次行財政改革前期実施計画（平成27年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

× 入札実施の施設数 2施設 0施設

○

9月末時点の普通建
設事業の契約率(一般
会計）
（H26　58.9％）

60% 60.4%

財源不足額
（H26予算編成　財
源不足額55億円）

65億円以下
（H26.2財
政の中期見
通し作成時
点）

◎

○○

○

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

見直し項目設定による予
算の定期点検の実施

予算の再点検：予算編成方針において、枠配
分事業、補助金、繰出金などの見直し項目を
定め、定期的に点検を実施することにより、
予算の棚卸しを行います。

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

予算編成作業を通じての
財源不足額の圧縮

○7

財源不足額の圧縮：毎年の予算編成におい
て、事業の重点化や事業内容の精査などによ
り予算要求時の財源不足額を圧縮し、財政の
健全性を確保します。

8

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

フローとストックに留意
した財政運営

臨時財政対策債以外の市債の抑制：第3次総合
計画期間（H27～34年度：８年間）におけ
る投資的経費を適正規模に保ち、臨時財政対
策債以外の新規の市債発行をコントロールす
ることで、臨時財政対策債以外の市債残高を
縮減します。（※臨時財政対策債は、地方交
付税の振替として、国の地方財政計画等によ
り発行可能額が示されるものであるため、除
きます。）

○

◎ 簡易型Ⅲ型実施件数 ５件

9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（入札によ
る電力調達の導入検討・
実施）

駿河区役所・蒲原支所の電力入札を導入する
ほか、該当する施設管理者に対し、効果につ
いて周知を図り、導入について指導します。

△

6
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

22件

H27当初予
算
財源不足額
50億円

×

当初、平成27年度中に電力入札を行う予定で
したが、平成28年４月からの電力自由化が決
定し、多数の事業者の参加により更なるコスト
削減が期待できることとなったため、駿河区役
所・蒲原支所については平成28年度に電力入
札を実施することとしました。

平成28年度に入札を実施し、コスト削減を図
るとともに該当する施設管理者に対し、効果に
ついて周知を図り、導入について指導していき
ます。

1 39.8%
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

建設業関連業務委託にお
ける一般競争入札の拡大

建設業関連業務委託の一般競争入札の入札結
果などを分析し実施割合を４割程度に拡大し
ます。

○ ○
一般競争入札実施件
数の割合

40%程度

○5
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

新公会計制度への取組み

財務書類の作成・公表：国の動向を見据えつ
つ、複式簿記の検討、固定資産台帳の整備、
財務書類の作成・活用を行うとともに、公表
します。

11



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額 296 1,851

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費 824 0

◎
収納率（市税）
合　計

96.75% 97.44%

◎
収納率（市税）
現年分

99.00% 99.22%

◎
収納率（市税）
滞納繰越分

27.24% 34.46% 削減額

◎ 収入未済額残高
3,871,227

千円
2,796,026

千円
投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 136,300 195,950

削減額

投資的経費

収入増額 50,000 55,800

削減額

投資的経費

収入増額 326,654 260,469

削減額

投資的経費

収入増額 9,058 10,061

削減額

投資的経費

収入増額  72,400

削減額

投資的経費

調査件数 2,000件 2,391件 ◎

◎

◎ 調査件数

○ ○ 収納率

18
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

ふるさと寄附金制度の推
進

寄附者増加策の検討・実施：寄附者数を増加
させることにより、新たな財源の確保を図る
ため、寄附者に対する地元特産品等の御礼の
品の導入等を含めた方策を検討した結果、前
倒しして返礼品の導入を実施します。

◎
寄附者数
（Ｈ20～25の平均
12人）

10人 9,007人

◎23,000件 27,554件

各債権所管
課で報告

各債権所管
課で報告

現年分
380,481
滞納繰越分
287,580

○

◎◎

○

課税客体の的確な把握に
よる税収確保（固定資産
税）

・未申告者に対する申告指導
・税務署資料の調査による、未申告償却資産
の把握及び申告指導
・各種資料の調査による、新規事業者の把握
及び申告指導
・現地調査、帳簿調査による未申告償却資産
の把握及び申告指導
・申告指導に応じないものに対する、申告に
よらない課税の実施

○ ◎

12
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

市税等の収納率の向上と
適正な債権管理の推進
（市税）

納税課・滞納対策課・清水市税事務所が連携
し、現年課税分及び滞納繰越分の滞納整理を
強化することにより、市税収入未済額を圧縮
します。
市税の徴収効果をより高いものとするため、
現行の定員管理計画を確実に進める中で、税
務組織内の執行体制を見直すことにより、新
たな人員増を抑制し、所定内定員から徴収対
策に必要な人員（３人）を確保します。

Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

４８台

現年分
100,197
滞納繰越分
32,387

◎

軽自動車等への切替については、小型貨物車を
２台を軽自動車に切替する予定でしたが、交通
事故により２台廃車になってしまい、小型貨物
車が不足する事態になったため、急きょ切替を
取りやめました。

今後も公用車の交通事故減少対策に取り組みつ
つ、軽自動車へのダウンサイジング化を着実に
進めていきます。

○ △

11
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（車両管理
業務の見直し）

・現状は静岡市グリーン購入指針に従って公
用車を更新していますが、今後は小型自動車
（乗用・貨物）から軽自動車への切り替えを
進め、低燃費車の導入を図ります。
・公用車による事故を未然に防ぐため、事故
原因の究明及び事故防止のための研修を行い
ます。

△ ×

売却額
326,654

千円
260,469

千円△未利用地等の売却の推進

普通財産の調査・入札の実施：普通財産の現
状調査を実施して売却可能な物件の掘り起し
を行うことで、入札物件を増やすなど、未利
用地等の積極的な売却を進めます。

×
軽自動車への切替台
数

2台 0台

債権管理の取組：債権管理委員会における総
括管理のもと、債権管理に関する事務処理状
況の進行管理や債権管理事務に従事する職員
への研修の実施等により徴収体制を強化し、
引き続き収納率の向上に努めます。

10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（古紙売払
いの活用）

市税等の収納率の向上と
適正な債権管理の推進
（適正な債権管理の推
進）

収入増額

・清水庁舎にて発生する機密文書の一部を、
シュレッダーにかけてから古紙回収業者に売
却します。（技術革新により多量の排出でな
ければ可能となりました。）
・本来古紙であるべき物が機密文書として捨
てられているケースがあるため、各職員が紙
類を捨てる際に正確に区分けするよう周知徹
底します。

○

14
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

課税客体の的確な把握に
よる税収確保（個人・法
人市民税、事業所税）

・個人市民税の未申告等調査の実施。（未申
告者の呼び出し、給与支払報告書未提出事業
所に対する催告、扶養調査、課税資料の活用
等）
・法人市民税の未申告法人に対する申告指導
及び決定課税の実施。
・事業所税の未申告調査の実施。
※調査件数は平成22年度～25年度の実績件
数の平均値とする。

13

15
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

売却が可能な不用土地を積極的に公募しました
が、応札が少なかったため、計画値に達しませ
んでした。

入札案件を増やすため、各財産所管課へ不用土
地のうち売払可能な物件のヒアリングを実施
し、売却を促していきます。

17
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

自動販売機の貸付制度の
推進

貸付制度の推進：市の施設に自動販売機を設
置する場合は、原則的に行政財産貸付（賃貸
借契約）により設置することとし、現在目的
外使用許可としている指定管理施設において
は、契約更新の時期などを考慮し、今後、順
次行政財産貸付に切り替えていきます。

○ ◎

52台の公募を実施したところ、４台について
申込がなかったため計画値には達しませんでし
たが、効果額（収入増額）は計画値を上回る
10,061千円でした。

入札条件の緩和（応募価格（最低価格）の変
更）を検討していきます。

16
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

△
新規貸付制度導入台
数

５２台

12



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額 300,000 300,000

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額 10,800 16,964

削減額

投資的経費

21
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

基金運用による利子負担
の軽減

債券の運用：基金の積立金が増加していく
中、より効率的に資金運用を行い、運用収入
を確保することで、一般財源負担額の軽減を
図ります。

◎○ 債券購入運用額 54.0億円 54.0億円

有効活用箇所数 １箇所 ３箇所◎

○

20
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

庁舎の有効活用

・庁舎（静岡庁舎、清水庁舎、駿河区役所）
の中に設置されている福利厚生施設や来庁者
のための駐車場、その他閉庁日等の庁舎施設
（会議室等）の民間開放について、在り方を
検討し、方針を示めします。
・庁舎の有効活用を進め、賃借している事務
スペースを減らします。

○

19
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

競輪事業による一般会計
への安定的な繰出

〈ファンサービスの充実〉
競輪事業会計の主要目的である一般会計への
繰出金を継続するため、売上向上、ファン
サービスの充実に関する各種事業を展開しま
す。

○ ○ 一般会計への繰出金
（Ｈ25 200,000千円）

300,000
千円

300,000
千円

○

13



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

○

①官民連携による
事業の取組
(事業の継続・検
証）

5事業 5事業 収入増額

○

②官民連携による
事業の取組
(方向性の決定・事
業着手）

5事業 5事業 削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

6
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメント基
本方針の推進（インフラ
資産）

アセットマネジメント手法の確立：先行実施
している道路舗装、橋梁の他、トンネル、河
川、農林道、漁港、公園、上下水道などイン
フラ資産全般にわたる総資産量を把握した上
で、構造及び管理水準を見直すと共に長寿命
化を図り、投資的経費の縮減に取組みます。

○ －

◎ －5
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメント基
本方針の推進（公共建築
物）

個別施設評価・計画策定支援、進捗管理：概
ね、100㎡以上の建物（約800施設）の施設
カルテを作成し、施設の基本情報、利用状
況、財務状況を明らかにした上で、施設の類
型（施設群）ごとに今後のマネジメントの方
向性を示し、建築物劣化調査を踏まえた個別
の施設計画を作成し実行します。

No

【企画局】

第３次行財政改革前期実施計画（平成27年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円）

＜権限移譲協議の実施＞
分権一括法（第4次）及び「ふじのくに権限移
譲推進計画」等に基づく適切な協議を実施す
るほか、移譲後の権限の適切な執行体制を確
立する。
＜単独・共同提案の実施＞
「地方分権改革に係る提案募集方式」を活用
し、市単独又は指定都市市長会等での共同提
案を行う。

○ －1
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

１　市民参
加・協働の推
進

地方分権改革への対応と
権限移譲に係る執行体制
の確立

◎
単独・共同提案の
実施

3件 ６件

2
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

官民連携地域活性化事業
の推進

＜事業の継続実施と検証＞
10の提言プロジェクトのうち、方向性の示さ
れた５事業は継続的に検証を行う。
＜プロジェクト発足と事業化＞
方向性の示されていない５事業は、プロジェ
クトチームの発足や事業スキームの検討を行
い、事業化に向け取組んでいく。

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

静岡市土地開発公社の有
効活用と長期保有土地の
縮減

＜経営健全化計画の推進＞
健全化計画に基づき、長期保有土地の縮減を
図るとともに、保有土地の有効活用を図る。

4
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

３　開かれた
市政の推進

遠距離大学等通学費貸与
条例の施行

＜条例等の施行＞
遠距離大学等通学費貸与条例及び同条例施行
規則を市民に周知し、H28年4月1日に施行
する。

3
Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

削減人員（単位：人）

○ －

○ －

－○

－ 条例等の整備件数

○
長期保有土地簿価
総額

2,567百万
円

2,567百万
円

14



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額 194 194

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメントに
よる資産の有効活用

既存施設の有効活用：アセットマネジメント
の観点から、既存市有施設の有効活用を図り
ます。

○

○9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメントに
よる公共建築物の長寿命
化

公共建築物の長寿命化：アセットマネジメン
ト基本方針に基づき、個別施設の計画的な保
全を実施し、長寿命化を図ります。

大平青少年の家については、施設の引き受け手
との調整などに時間を要したことから、Ｈ２７
の施設廃止決定は見送りました。

H28年度には施設廃止決定を行う予定です。

8
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

アセットマネジメントに
よる公共建築物の改築等

公共建築物の改築等：基本方針に基づき、公
共サービスのあり方や必要性について、市民
ニーズや政策適合性、費用対効果などから総
合的な評価を行い、計画的に施設整備を実施
します。

○

△ ○7
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

公共施設の廃止

①農村環境改善センター：H28年度の廃止に
向け、関係課及びJA清水等と施設の管理や利
用等について調整するとともに、地域住民等
に対して、廃止の必要性を周知します。
②井川支所別館：不要資産の整理及び地震等
による倒壊被害の未然防止のため、土地所有
者への別館取壊しに関する事前説明を行うと
ともに、同施設を廃止します。
③大平青少年の家：南アルプスユネスコエコ
パーク井川自然の家の類似施設を整理した上
で、H28年度に当施設を廃止します。

◎ 削減延べ床面積 844.4㎡ 1,299㎡

－ 削減延べ床面積 ー ー

15



工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額  930

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費 122,000 43,246

収入増額

削減額

投資的経費 1,150,000 1,150,000

No

【建設局】

第３次行財政改革前期実施計画（平成27年度実績）の達成状況の概要

取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

＜達成状況の凡例＞
「計画より進んでいる：◎」、「計画どおり進んでいる：○」、「計画より遅れている：△」、「実績なし：×」、「実施時期が到来していない：－」

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

1

4
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

１　健全な財
政運営の推進

事務事業の見直しによる
コスト削減等（地籍整備
事業の実施）

＜地籍整備事業＞
概ね1,000㎡以上の用地測量を実施する箇所
について、国土調査法第19条5項の指定に取
り組み、測量成果図面を地籍調査と同等の成
果とします。

○ －

Ⅰ　市民協
働・官民連携
の推進

２　官民連携
の推進と民間
活力の活用

官民連携による災害支援
体制の確立（大規模災害
における緊急輸送路の確
保及び配備体制の見直
し）

＜緊急輸送路確保・配備体制の見直し＞
防災拠点を結ぶ緊急輸送路を中心とした主要
道路の被災パターンの整理、迂回ルート選
定、道路啓開の優先順位や方法等について、
国、県、ライフライン業者、災害協定業者等
と検討会を行い、計画を策定するとともに、
より強い官民連携を図るため、建設局災害配
備体制の再構築を行います。

○ ◎
関係機関との
検討会開催数
（H26　3回）

3回 ４回

○
国土調査法19条5
項に指定される面
積

5
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

－－ －

１　健全な財
政運営の推進

2
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

１　人材育
成・活用の推
進

技術職員の人材育成（若
手技術職員の技術力向
上）

＜若手技術職員の育成＞
技術職員研修計画書に基づく集合研修（１年
目研修３、選択研修12）、派遣研修、夜間講
座の開講及び自己啓発支援、ナレッジバンク
登録者へのプレゼンテーション・スキル研修
を実施します。また、技術研修受講後の成果
検証として、年度末に所属長等にアンケート
調査を実施します。

○

公共事業の品質向上とコ
スト縮減の充実

＜新行動計画に基づく取組＞
道路工事や建築工事などの公共事業を計画し
てから完成するまでの間において、具体的施
策を実施することで、新行動計画「公共事業
の品質向上とコスト縮減の取り組み」に基づ
き実施します。

3
Ⅱ　質の高い
行政運営の推
進

官民境界確定資料のデジ
タル化

＜ファイリングシステムの構築＞
資料の検索・提供を容易にし、事務の効率化
と市民サービスの向上を図るため、道路台帳
システムを利用した検索・ファイリングシス
テムを構築し、情報を一元化します。

◎ ◎

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

道路舗装の適切な維持管
理

＜舗装補修の実施＞
主要幹線道路における今後8年間の補修ストッ
ク延長を現状水準（15％）で維持する取組み
及び事業計画の補正を行います。
*効果額は、将来予測による効果額であるため
予算削減額とは異なります。

○
ナレッジバンク
新規登録数

20名以上 25名

○

フォローアップの
実施
（検討委員会の開
催）

１回以上 １回

◎
資料デジタル化件
数

46,000件 47,573件

○

３　ICTの高
度利用による
情報化の推進

○

緊急性の高い損傷が確認された場合、健全化計
画による施工箇所と整合を図り、可能な限り健
全化計画に同調して事業を進めていきます。

7
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

道路橋梁の適切な維持管
理

＜橋梁の長寿命化＞
主に重要な橋については、予防保全型の管理
に変更し橋の長寿命化を図り、維持管理費用
を抑制します。
*効果額は、将来予測による効果額であるため
予算削減額とは異なります。

○ ○ 橋梁の補修対策数 ８橋 ８橋 ○

△○6
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

削減額 実績報告 230,000

○
タイプA路線での
MCI＜3.0の延長

15.0％未満 15.0％未満

健全化計画では、今後40年間に投資する事業
費や舗装の健全性の推移についてシミュレー
ションを行い、予防保全型の対策を実施するこ
ととしています。予防保全型の対策に充当する
交付金については、計画実施に必要となる金額
に満たなかったため、計画どおりの舗装修繕が
実施できず、計画額の122百万円に達すること
なく、43百万円と下回りました。

フォローアップの
実施
（作業部会の開
催）

１回以上 １回
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工程

達成
状況

達成
状況

指標 計画 実績
達成
状況

区分 計画 実績
達成
状況

計画 実績

No 取組項目 取組概要 検証（原因・分析） 今後の対応策改革の方向基本方針

平成27年度実績

指　標 効果額（単位：千円） 削減人員（単位：人）

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

収入増額

削減額

投資的経費

8
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

道路トンネルの適切な維
持管理

＜定期点検・補修の実施＞
全箇所５年に１度の定期点検を実施し、その
結果を基に補修、経過観察等を実施します。
要対策5トンネルを補修するほか、今後の点検
結果により新たに要補修トンネルが確認され
た場合は、補修計画を見直し補修を実施しま
す。

○

10
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

浜川水門の適正な維持管
理

＜浜川水門の長寿命化＞
浜川水門について、国が策定したマニュアル
に基づいて長寿命化計画を策定し、施設の長
寿命化を図ります。

◎

9
Ⅲ　持続可能
な財政運営の
確立

２　効果的な
アセットマネ
ジメントの推
進

道路附属物・法面構造物
の適切な維持管理

＜定期点検・補修の実施＞
横断歩道橋、門型標識、門型道路情報板、
ロックシェッド、大型カルバートについて、
５年に１度の定期点検を実施し、その他の附
属物は、10年に一度の近接目視点検を実施し
ます。また、点検結果を基に部材の落下等が
生じないように補修・更新を実施します。こ
のほか、法面については、道路防災点検を実
施し、要対策箇所の工事を実施します。

○

◎
浜川水門の点検・
塗装・設備更新

点検１回
点検１回
主ローラ更新
戸当り補強
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